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１．組織の概要
 1)事業所名 有限会社協伸製作所

 2)代表者氏名 代表取締役：根上　洋平

 3)所在地 静岡県裾野市伊豆島田559

 4)事業内容 金属加工（各種金型の設計・製作・プレス加工）

 5)従業員数 11名

 6)環境管理責任者 山田　祥平

 7)連絡先 同上

電話：０５５－９９３－２７５１

FAX ：０５５－９９３－６２５６

メール：kyousin-s@coral.broba.cc
 8)事業の規模

①設立：1988年2月4日

②資本金：5百万円

③事業内容

2020 年度 2021 年度 2022 年度

　売上高 10300 万円 9761 万円 10540 万円

　従業員数 8 名 8 名 11 名

　延べ床面積 536㎡

④事業年度：2月～翌年1月

活動：金属加工（各種金型の設計・製作・プレス加工）

対象組織：本社

２．実施体制

　根上　洋平

　山田　祥平

　山下　香苗

改定：2022年3月1日

２

9）認証対象　　　　全組織、全活動対象

536㎡ 536㎡

環境管理責任者

環境事務局

代表者（経営層）

製造部門事務部門

環境システムの最高責任者

・環境方針を策定
・環境管理責任者を指名

・資源（人材・資金・技術）の用意
・システムの評価と見直し
・経営における課題とチャンスの明確化

環境保全の総責任者

・全社計画の立案・評価
・全社員への教育の実施

・システムの実績を代表者に報告
・外部からの苦情等の窓口

環境管理責任者の補佐
・各データの把握

・文書・記録の作成・管理

部門の責任者
・環境の計画の実行

・環境教育の実施
・システムの実施状況の確認

mailto:kyousin-s@coral.broba.cc


３．環境経営方針

１.法規制等の遵守

　　環境関連の法規制等の要求事項を遵守致します。

２.環境影響の低減と環境への取組みの強化

　　重点改善項目として次項の改善に取組みます。

　　1)事業活動における環境負荷の軽減（二酸化炭素、廃棄物、水の削減）

　　2)使用物品のグリーン購入の推進

　　3)使用化学物質の削減

　　4)環境に配慮した製造の推進

　　5)5Sを基軸に生産性向上活動の推進

３．全社員の啓蒙活動

　　　全社員及び当社のために働くすべての人々に環境方針を周知します。

４.環境経営方針，環境活動レポートの公開

　　環境活動レポートを公開し，一般の人々が入手可能とします。

制定：２０１７年　８月　１日

改定：２０２０年　５月２１日

有限会社 協伸製作所

　　代表取締役社長 　　　　
根上　洋平

３

〔基本方針〕

当社は，環境理念に基づいた環境マネジメントシステムを確立することに
よって，環境影響を軽減しつつ環境への取り組みを強化し，次項の実行に
より，継続的な改善と汚染の予防に努めます。

有限会社協伸製作所　環境経営方針

〔環境理念〕

当社は，霊峰富士を間近に仰ぐ静岡県東部の裾野市にあって、各種金型の
設計・製作及びプレス加工を主体に行って居る金属加工企業であり，環境
にやさしい活動を行い，美しい地球環境を、かけがえのない子孫の世代に
引き継ぐために，地域との協調を重視し，企業発展を目指します。



４．環境経営目標とその実績
1)環境目標と達成状況評価

2021年度 2022年度

万円 － －

総量 kg-CO2

（％）

売上高100万円当たり kg-CO2/万円

（％）

kWh ☓ ☓

kWh ○ ○

㍑ ○ ○

㍑ ○ ○

（％） 〇 〇

紙類 ｔ ☓ ─

可燃物 ｔ ― ―

段ボール ｔ ☓ ☓

ｔ

（％）

ｔ ☓ ☓

鉄 ｔ ○ ○

真鍮

アルミ

SUS

銅板

（％）

水使用量削減 ｍ
3

（％）

化学物質削減 （トルエン） kg

（％）

グリーン調達の遵守

（RoHS）

2)環境目標の達成状況の評価と是正・予防処置（売上100万円当たり）

達成状況 区分

○ 評価

△ 原因

(○) 処置

現状維持。基準年度よりは水量は下がっていた。

○ 評価

○ 評価

○ 評価

４

215.76

○

○

☓

○

〇

○

92.54

1,129.57

11.3%↓

0.02

―

0.25

○

0

24,392.00

－

○

目標

二
酸
化
炭
素
削
減

－基本年度増減

基準年度
より2%減

7.5%↓

9,261.00

C
O

2

排
出
量

27,482.00

1,485.57

電力1

電力2

ガソリン

灯油

285.69 206.68

10,043.00

基本年度増減

基本年度増減

実績

21,060.22

単位

10,540－

項　目

売上高

目標達成
状況評価

目標達成
状況評価

8,538

目標 実績

9,761

2022年度

実績

（2019年2月～

2020年1月）

2021年度
基準年度
2019年度

（2022年2月～2023年1月）（2021年2月～2022年1月）

注）2018年度より二酸化炭素排出係数は、「0.475kg-CO2/kWh」を使用

○
21,783.61

10.7%↓

－

9.44

☓

☓

基準年度
より2%減

0.33

28.1%↑

基準年度
より2%減

─

5.70

31,407.00

95.00

901.97

24.5%↓

28,906.00

9,058.00

基準年度よ
り2%減

基準年度よ
り2%減

13.7%↓

1,253.61

120%↑

3.58

27.7%↓

基本年度増減

現状維持
とする－

116.00 114.00

－

2.18

0.15

－

1.04

0.27

80%↑

現状維持と
する

基準年度よ
り2%減

7.37

－

0.33

―

0.01

0.14

－

1.56

―

基本年度増減

廃
棄
物
削
減

産
廃

一
般
廃
棄
物

廃プラ・木くず等
混廃

計

基本年度増減

金属屑

計

ｔ 2.75

〇

2.13

3.69

49.93%↓

基本年度増減

化学物質の
使用廃止

基準年度より生産数は増加したが、ガソリンや灯油が削減できた為、二酸化炭素の排出量が抑
えられた。

1.56

107.00

－

規制物質
使用ゼロ

規制物質使
用ゼロ

0

活動項目

－
規制物質使

用ゼロ

原因及び処置又はコメント

化学物質の使
用廃止

○

化学物質の
使用廃止

グリーン調
達基準

化学物
質削減

二酸化
炭素
削減

廃棄物
削減

水削減 ○ 評価

グリー
ン購入

RoHS規制対象物質の使用は0件でした。

トルエン → アブゾール → NKクリーナー → A-992に切替え、A-992使用中

評価

事務用品は今まで通り環境配慮品を購入。その他の現場備品なども環境配慮品に変更できない
か検討する。

生産が増加し、輸送用段ボールが2倍以上に増加。

輸送用の段ボールの削減は見込めない為、従来通り自社で出来る事を探し削減に努
める。



3)次年度の目標

2023年度 2024年度

万円

総量 kg-CO2

（％）

売上高100万円当たり kg-CO2/万円

（％）

kWh

kWh

㍑

㍑

（％）

紙類 ｔ

可燃物 ｔ

段ボール ｔ

ｔ

（％）

ｔ

鉄 ｔ

真鍮

アルミ

SUS

銅板

（％）

水使用量削減 ｍ
3

（％）

化学物質削減 （トルエン） kg

（％）

グリーン調達の遵守

（RoHS）

5

0.02

―

0.25

0.27

1.56

―

2.13

9,761

21,060.22

215.76

28,906.00

9,058.00

92.54

1,129.57

注）2018年度より二酸化炭素排出係数は、「0.475kg-CO2/kWh」を使用

項　目 単位

基準年度
2021年度

2023年度 2024年度

化学物質の使
用廃止

目標達成
状況評価

（2024年2月～2025年1月） 目標達成
状況評価

2022年1月）

実績 目標 実績 目標 実績

（2021年2月～
（2023年2月～2024年1月）

－

二
酸
化
炭
素
削
減

C
O

2

排
出
量

基準年度よ
り2%減

基準年度
より2%減

基本年度増減

電力1

基本年度増減

売上高 －

ガソリン

灯油

基本年度増減

電力2

廃
棄
物
削
減

一
般
廃
棄
物

基準年度よ
り2%減

基準年度
より2%減

計

基本年度増減

計

産
廃

廃プラ・木くず等
混廃

基準年度よ
り2%減

基準年度
より2%減

金属屑
ｔ

3.69

基本年度増減

基本年度増減

基本年度増減

現状維持と
する

現状維持
とする

114.00

－

－
規制物質使

用ゼロ
0

規制物質
使用ゼロ

0

化学物質の
使用廃止

0



５．環境経営活動計画及び評価結果(次年度の環境活動計画を含む)

1)環境活動計画と評価

毎月のデータの把握 事務局

省エネ活動の社員教育 管理責任者

環境活動の注意事項掲示 事務局

空調機温度設定／掲示 管理責任者

ウォームビズ・クールビズ検討/実施管理責任者

車両の燃費算出／表示 事務局

契約電力の見直し 事務局

製造部門

事務局
毎月のデータの把握 事務局

廃棄物抑制の社員教育 管理責任者

製造部門

産廃委託業者の見直し 管理責任者

製造部門

事務作業の電子化 事務局

２ヶ月毎のデータの把握 事務局

節水の社員教育 管理責任者

節水の表示 事務局

節水コマの設置の検討 管理責任者

雨水利用の検討 管理責任者

対象化学物質の調査 事務局

対象物質のリスト作成 管理責任者

削減の計画案検討 事務局

削減計画案立案・実行 管理責任者

代替物質の検討 管理責任者

事務局

購入資材の状況調査 事務局

購入物品リスト作成 事務局

事務局

数値目標の設置検討 管理責任者

事務局

管理責任者

管理責任者

管理責任者

管理責任者

管理責任者

管理責任者

2)取組みに必要な場合の手順

3)全体の取組みの総合評価（管理責任者）

6

△

〇 〇

△ ほぼ計画通
りに実施で

きた〇

〇

計画通りに
実施できた

〇

〇

〇
〇

〇 ほぼ計画通
りに実施で

きた
〇

△

①不具合の特定　②年間(月間)計画を立てる　③担当者選出　④不具合の処置を行う
⑤処置後の評価を行う　⑥不具合があれば改善を行う

〇

〇
〇

〇

〇
ほぼ計画通
りに実施で

きた

〇

△

〇

〇

〇

〇

〇
〇

〇

〇
ほぼ計画通
りに実施で

きた
△

〇

多能工化の推進 〇 計画通りに実施できた

水
使
用
量
削
減

グ
リ
ー

ン
調
達

基
準

地
域
貢
献

△

コロナにより自粛

グ
リ
ー
ン
購
入

化
学
物
質
削
減

生
産
性
向
上

活
動

5Sのレベルアップ 〇

工程数の削減

△

△行政/自治会行事への参加

周辺の清掃活動参加

事務用品の購入調査・継続

物品購入時の環境配慮優先

取引先への対応

ＲｏＨＳのリストアップ

購入材料のミルシートの取得・確認

現状維持により
検討中止

〇

現状維持により
検討中止

基準年度より生産数が上がったことにより、電力もそれに応じて上がった。生産数が上がった製品
は、客先からの支給品で、その支給品の輸送用の段ボールが2倍に増えた。だが、リサイクル可能
だった為、環境への配慮は出来た。2021年度始まって直ぐにLED照明に変更出来た事、社用車をハ
イブリッドカーに換えた事により、部分的には二酸化炭素の削減が行えた。

2023年度実施計画実施

（2022年2月翌1月） （2023年2月翌1月）

2022年度
全体評価状況

主な活動手段 実施責任者 2022年度実施計画

金型管理

二
酸
化
炭
素
削
減

廃
棄
物
削
減

分別の再検討（有価物化）

機械・事務所の電灯LED化

化学物質不使



６．環境関連法規への対応

１）当社に該当する環境関連法規 遵法評価日：2023年4月1日
遵法評価の結果法規制の逸脱はありませんでした。

排水の日常管理

排水基準の順守

消防用設備等の点検及び報告 消化設備の点検

裾野市条例 ごみの分別，排出基準

2)法規への違反，訴訟等の有無

今まで前項環境関連法規への違反は一切ありません。

また，地域周辺及び関係機関等からの訴訟及び苦情等もありません。

万一あった場合は、速やかに対応します。

7

該当する環境法
規制等

静岡県生活環境の保全
等に関する条例

危険物の取扱作業に関して保安の監督
危険物取扱者の
設置

騒音規制法

規制基準値の遵守
騒音の測定（自
主検査）

騒音特定施設の届出 金属加工機械

運搬、又は処分を委託する場合の処理基
準の遵守

処理業者と契約
契約書の締結

水質汚濁防止法

振動規制法

廃棄物処理法

機械プレス・せ
ん断機

消防法

遵法評価

○

○

分別して排出

主な適用基準 該当する活動

○

排水の管理

一般廃棄物の収集運搬業者への委託処理
市条例の収集・
処理基準の遵守

産業廃棄物の委託処理
収集運搬及び処
分許可業者への
委託

規制基準値の遵守
振動の測定（自
主検査）

○

特定施設の届出 ○

○

○

産業廃棄物の適正保管
保管基準の遵守
保管場所の表示

○

○4月1日～6月30日県知事報告

○

特定施設の届出
機械プレス・コ
ンプレッサー

○

騒音基準の遵守義務
騒音の測定（自
主検査）

○

○

○

簡易点検の実施（３ケ月に一度）
コンプレッサー
業務用エアコン

〇

フロン類の使用
の合理化及び管
理の適正化に関
する法律

○

明電舎グループ
グリーン調達基準書 RoHS指令規制 遵守 ○



７．緊急事態の想定結果及び対応策

①まずわが身の安全を図る

⑥がけ崩れ、津波などに注意

⑦正しい情報で行動する

⑧人の集まる場所では冷静な行動をする

⑨避難は徒歩で、持ち物は最小限にする

⑩自動車は左に寄せて停車する

①転倒防止対策

②振動防止、落下防止

③ロッカー、キャビネと等は扉が開かないように措置をする

④コード類は、床面・通路に露出させない

⑤ガラスには飛散防止フィルムを貼る

⑥整理整頓を不要なものを置かない

⑦点検と安全措置を定期的に実施する

⑧消防用設備等の点検を実施する

8

想定結果

予期しない地震が発生したことを想定とする。

対応策

②すばやく火の始末をする

③火が出たらまず消化をする

④あわてて外に飛び出ない

⑤危険個所には近寄らない

予防策

2022年10月2日に11名参加により実施した。
（実施責任者：管理責任者）

2022年3月より体制変更、7月9月と新たに人員が加わり災害時の避難行動
を再確認できた。避難通路に不要なものが置いてないか確認が出来た。
旧消火器がないかの確認が行えた。

訓練実施日

訓練結果

訓練内容

①緊急時の行動の確認、各災害ごとの避難行動の明確化

地震・火災を想定しての訓練を実施

→地震　大きな機械から離れ外へでる（各自近い出入口より）、外に避
難後人数の確認をとった。

→火災　声によりまわりの従業員への呼びかけをおこない緊急事態の発
生をよびかけました。初期消火の判断等の確認、また、消火器具の使用
の確認をしました。消火、避難後人数の確認をとりました。



８．代表者による全体評価と見直し・指示

　代表者による全体の評価と見直しを行った結果は，次の通りである。

①

②

③

④

以　　　上
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見直し実施日 2023年2月1日 見直し者
代表取締役
根上　洋平

社長の評価結果

2022年度は手元照明と車庫の照明のLED化によるCo2削減活動、労働環境改
善のためスポットクーラーの導入、作業改善・ペーパレス化のためPCやNAS
を導入し紙での管理からIT化へ着手した。
管理方法の変更により立上げ時には新たなマニュアルや手順書作成が必要
となるため、一時的に紙の使用量が増える事も考えられるが今後、IT化が
進む事で紙使用量の削減が見込まるれる。
スポットクーラー導入は電気使用量増となるが作業環境改善や従業員の健
康状態維持のために必要な措置であった。
その他、以前から提案されていて未実施の事案、納品時に製品に添付する
ラベルを手書きから印刷に変更した事は作業工数とラベル作成・購入費用
の大幅な削減に繋がった。また頻度は高くないが客先への納期変更依頼に
より納品便を纏める事が出来た。これを継続して実施し工数削減や僅かな
がらもCo2排出削減に繋げたい。

環境方針，目
標，計画等の変
更の必要性の判

断

目標実施体制は変更なしと判断する。

法規制の遵守（通年継続・安全第一）

環境管理責任者
への必要な指示

2023年度は新型コロナの5類への変更などポジティブな話題もあるが、昨年
度から続くロシア・ウクライナ紛争や円安、原材料・燃料・電気料金をは
じめとする副資材などあらゆる物の価格高騰により経営環境が厳しい状況
に晒されている事に変わりはない。
企業存続のためには2023年度も引き続き環境に配慮しながら必要な設備へ
の導入・投資を実施していく必要がある。なお現在、保有していない新規
設備は結果的にCo2排出量増となってしまうが必要なため避けられない。
しかし新規設備では省エネ設備を検討対象とし、また設備更新では現状よ
り消費電力の少ない設備や省エネ設備等を検討する事で環境へ配慮してい
く。これと同時に現状に合わせた適正な製品価格への改定や生産コスト削
減も進めていく。

災害等の緊急事態への対応（南海トラフ地震や富士山噴火を想定）

※ 不測事態への対応（対応フローの再確認）

※ 作業手順・作業工程を見える化し、作業を標準化する事で

※ 自動化（半自動）の検討、推進

※ 工程・金型の改善による作業効率、安全性の向上

　 教育時間の削減、理解度の向上、多能工化を進めていく

従業員全員への意識徹底

※ コスト削減、作業軽減への改善提案

※ 安全作業への意識向上

※ 緊急連絡網(TELやLINE)や個人情報ｶｰﾄﾞ(血液型など)の作成

※ IT化による紙の削減、データ整理と共有化

※ 個々のスキルアップ、持っている情報の見える化

中長期的取組


